
- 1 -

第２号様式

令和５年度第３回法務省入札監視委員会審議概要

開 催 日 時 及 び 場 所 令和６年３月１５日（金）１３：３０～１５：００

法務省共用会議室３（大臣官房施設課旧入札室）

委 員 只 木 誠 （大学教授）※委員長

黒 澤 正 明 （公益社団法人監事）

遠 藤 和 義 （大学教授）

審 議 対 象 期 間 令和５年８月１日から令和５年１１月３０日まで

抽 出 案 件 総件数 １２３件 （備考）

工 一 般 競 争 ９１件

標 準 指 名 競 争 ０件

事 随 意 契 約 １６件

簡易公 募 型 プ ロ ポ ー ザ ル 方 式 １件

業 一 般 競 争 ９件

簡易公募型競争 ０件

務 標 準 指 名 競 争 ０件

随 意 契 約 ６件

意見・質問 回 答

委員からの意見・質問、 別紙のとおり 別紙のとおり

それに対する回答等

具申又は勧告 回 答

委 員 会 に よ る 意 見 なし なし

具申又は勧告の内容
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別 紙

意 見 ・ 質 問 回 答

１ 工事の発注状況について

不調・不落がかなりの件数ある一方 傾向として読み取れるものはない。

で、低入札となった案件もかなりあ 地域性や工事ごとの個別事情もあって

る。工事の種類によって不調・不落に 不調・不落や低入札になっていると思

なるものや低入札になるなど、何か傾 われる。

向は見られるか。

傾向が分かれば対策を立てられると 予定価格については、発注主体であ

思うが、原因が分からないとなると、 る各庁において予定価格を作成してお

予定価格の積算上も改善を図ることは り、各庁ではそれぞれが積算基準に基

難しいということか。 づいて数量を計上し、刊行物や見積書

を参考に単価を決めて予定価格を作っ

ている。個々の工事の性質や地域の状

況に応じて、下振れ・上振れが生じて

しまうものの、予定価格の性質上、適

正価格を目指して積み上げていくべき

ものであるため、落札しやすいように

予定価格を設定することは、それ自体

が適正かという問題がある。そのた

め、不調・不落や低入札を防ぐことが

できるような適切な予定価格の設定方

法は、今のところ見い出せていない。

受注者側の都合に合わせて予定価格

を変更するのはおかしな話なので、説

明のとおりだと思う。

２ 業務の発注状況について

意見等なし

３ 応札者が一者であった契約について

意見等なし

４ 指名停止の運用状況について

地方を含めた法務省全体において指 法務本省はもちろんのことだが、所

名停止措置を行うべき事案が発生した 管各庁が発注した案件においても、指

場合に、漏れなく指名停止措置を行う 名停止措置を行うべき事案が発生した

ことができるようなシステムになって 場合には所管各庁から大臣官房施設課
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いるかを聞きたい。 に報告する仕組みとなっているので、

報告があった場合には指名停止措置要

領に照らして判断し、必要に応じて指

名停止措置を行っている。

５ 工事抽出案件について

(1) 令和４年度高知刑務所耐震改修工

事（第三期）

再度公告を行ったところ、４者が 御指摘を踏まえて検討したい。

参加して低入札になったとのこと

で、１回目の入札公告から２回目の

入札公告までに発注者として工夫が

あったようだ。１回目の入札で４者

が参加するようにできればよかっ

た。

今回の改修で行った耐震補強の工 工法としては一般的なものではあ

法は一般的に用いられているものな る。矯正施設の場合は、収容を継続し

のか。工事費を安くできるとか、使 ながら工事を進めるため、建物内部に

い勝手がよいとか、そのような理由 影響しないよう、外側から補強した方

から採用しているものか。 がよい部分もある。

(2) 中央合同庁舎第６号館及び大阪中

之島合同庁舎入退室管理設備改修工

事

原則として入札を２回までとして 御指摘のような状況はないと考える

いるところ、不落随契に移行した場 が、今後の案件において留意したい。

合に、参加者が辞退しない限り見積

合わせが続くとなると、落札に至る

まで入札を強いることになったり、

最初から随意契約ありきで入札する

者が出て来たりしないか。不落随契

がルールに則って行われていること

が明確になるようにした方が良い。

６ 業務抽出案件について

令和５年度札幌刑務所敷地調査

予定価格よりもかなり高い金額で入 発注した業務に含まれている調査の

札している者がいるが、法務省の積算 内容によっては、自社で全て実施する
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は厳しいのか。今回の業務に電波障害 能力を持っている者とそうでない者が

調査が含まれていることが影響してい ある。自社で実施できない調査が含ま

るのか。 れている場合には、その部分を協力業

者に依存することになるため、その分

入札金額が高めになることも一因と思

われる。


